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１ 第３期びんご圏域ビジョンにおける重点プロジェクト

議 題
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（1） 第3期びんご圏域ビジョンの方向性

第1期～第２期のビジョンにおける取組を踏まえ、第3期ビジョンでは産学金官民連携の更なる強化のもと、
人口減少など社会環境の変化に対応した広域連携を推進

第
２
期

2015年度
～

2019年度

第
1
期

2020年度
～

2024年度

（圏域を取り巻く環境の変化）

• 人口減少・少子高齢化の加速（企業の人材不足への影響）

• インバウンドなど観光客の回復、外国人住民の増加

• 環境意識の高まり、自然災害の頻発化・甚大化 など

【連携の土台づくり】
⃝ 研究部会やワーキング会議等を設置

⃝ 広島・岡山県を交えた医療連携会議の再開 等

【単独自治体では実施が困難な事業の実現】
⃝ こども発達支援センターやFuku-Bizの共同運営 等

【共通する地域資源の磨き上げ】
⃝ デニムプロジェクトやワインプロジェクト 等

【新型コロナの影響下における連携推進】
⃝ 中小企業のデジタル化支援（びんごデジタルラボ）

⃝ 人材シェアリングの促進 等

【推進体制の強化】
⃝ 備後圏域連携推進室の設立

⃝ 市町職員の相互派遣

【民間の活動促進】
⃝ デニムやワインの関連事業者による活動の広がり

（デニムのセレクトショップやワイナリーの開設など）

【連携による住民サービスの向上】
⃝ 保育所等の広域入所

⃝ 救急相談センター事業（#7119） 等

第
３
期

2025年度
～

2029年度

産学金官民連携を更に強化し、社会環境の変化に対応した広域連携を推進

• 資源循環を活用した地域経済の活性化など、新たな分野への挑戦

• 連携の効果をより高めるため、各市町の強みを生かしたパーシャル連携を推進 （観光資源の活用など）

• 多文化共生社会の実現や脱炭素化、防災体制の強化など、多様化する課題への対応

• 持続可能な行政サービス提供体制の構築

めざす姿 豊かさが実感でき、いつまでも住み続けたい備後圏域 を実現 （目標人口 2035年：75万人）



産業 圏域を支える産業の活力向上

 圏域経済の好循環の促進

 中小企業の競争力向上

 圏域の強みを生かした成長産業への支援

 多様な人材が活躍できる職場環境づくり

農林水産業 第一次産業の活性化

 ６次産業化の推進

 地域資源の圏域内流通の促進

 後継人材の育成・確保

 市町を越えた鳥獣被害の抑制

観光 戦略的な観光振興
 市町の魅力を生かした広域観光等の推進

 インバウンド観光の推進

高度医療 高度医療の充実・強化
 医療人材の確保

 医療連携の強化（高度医療・救急医療・周産期医療）

都市基盤 広域的な都市基盤の整備

 公共交通網の維持・確保

 幹線道路網の整備促進

 中心市街地の活性化等

高等教育 高等教育機能の充実・強化

 高度で専門的な技術支援に向けた環境整備

 知の拠点を活用した人材育成・情報発信の強化

 高校・大学・企業の連携強化

医療・福祉・介護サー
ビス

医療・福祉・介護サービス等の充実

 地域医療の充実

 地域包括ケアシステムの充実

 障がいのある人が生き生きと暮らせる環境整備

健康づくり  健康づくりの推進

出産・子育て
 小児救急医療体制の構築

 子どもを生み育てやすい環境づくりの推進

安心・安全

暮らしを支えるネットワークの構築

 地域防災を担う専門人材の育成・充実

 災害時の対応力強化

環境・エネルギー

 廃棄物の広域処理体制の検討

 再生可能エネルギーの地産地消など脱炭素化に向けた取組の検討

 災害廃棄物処理体制における連携

行政サービス

 事務の共同化等の検討

 専門人材等の確保

 公共施設の共同利用等の検討

地域振興
地域資源を活用した圏域の魅力づ
くり

 多文化共生の推進

 定住人口等の増加に向けた情報発信・環境整備

 道の駅等を活用した地域活性化

 デマンド交通等の移動手段の充実

 大学との連携による地域振興

歴史・文化・教育・
スポーツ

 歴史・文化・教育の振興

 誰もがスポーツを楽しめる機会の創出

圏域マネジメント 圏域マネジメント能力の強化  圏域全体をマネジメントできる人材の育成

（柱） （分野） （基本施策） （取組の方向性）

都
市
機
能

住
民
サ
ー
ビ
ス

経
済
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（柱） （分野） （基本施策） （取組の方向性）

（２） 施策体系と重点プロジェクト

③ 医療連携強化プロジェクト

④ 住民サービス向上プロジェクト

⑤ 行政運営の連携強化プロジェクト

① 稼ぐ力の向上プロジェクト

② 多様な人材活躍プロジェクト

重点プロジェクト

ア 資源循環を活用した地域経済の活性化
• 「資源循環・地域資源・脱炭素」モデル構築事業

イ 広域観光の推進
• 大型イベントによる新たな人の流れの活用
• 観光協会との連携強化による広域観光

ウ 有害鳥獣等への対策
• サルの生態調査の連携
• ハンティングドローンによるイノシシ対策

エ 中小企業の競争力強化
• フクビズによる商品開発等の支援
• びんごデジタルラボによるデジタル化支援

など

ア 外国人の活躍支援
• 日本語学習支援等の充実

イ 若者の地元定着促進
• 高校や大学、企業の連携を強化
• ＵＩＪターン就職の促進

など

ア 医療人材の確保
• 大学や県と連携した医師の確保
• びんご看護ネットによる情報発信

イ 公立病院の連携強化
• 診療支援や産科セミオープンシステムの充実

など

ア 子育て支援の充実
• 保育所等の広域入所における利便性の向上
• 病児・病後児保育（訪問型）の拡充検討

イ 災害時の対応力強化
• 緊急時連絡管の整備
• 福祉避難所の連携

ウ 多文化共生の推進
• 日本語学習機会や相談体制の充実

など

ア 事務の共同化や共同発注の検討

イ 公共施設の共同利用等の検討
など

⇒ P6

⇒ P7・8

⇒ P9・10



市町や関連事業者と
議論しながら、
地域資源への活用拡
大など、資源循環型
の圏域づくりを推進

2025年度～

実証開始

• 肥料・堆肥の試作

• 農産物への活用

6

（３） 重点プロジェクトの産学金官民連携事業

「資源循環 ・ 地域資源 ・ 脱炭素」モデル構築事業 【行政・民間】

ア 資源循環を活用した地域経済の活性化

① 稼ぐ力の向上プロジェクト

• 植物の生長に必要な３大栄養素の１つである「リン」は、海外輸入に依存

• 下水汚泥の脱水ろ液から回収した「リン」を含む「リン含有バイオ炭肥料・堆肥」を生産し、圏域内の農作物等に活用

• バイオ炭由来の肥料を田畑に使用することで農地への炭素貯留（カーボンマイナス）となり、圏域の脱炭素化にもつながる

※下水道革新的技術実証事業
（B-DASHプロジェクト）を活用

• 循環図の②に該当する事業

• 国交省の令和5年度補正で採択

• 国総研から下水道革新的技術に関する

研究を受託

• 実証期間は令和6～8年度の3年間

神石高原町

府中市

福山市
尾道市

三原市

世羅町

井原市

竹原市

 再生可能エネルギー・脱炭素

 新たな地域資源の創造

SDGsの世界発信

福山市

福山市

ツネイシグリー
ンエナジー

フジタ

 持続可能な農業の推進

環境保全型農業

府中市

世羅町

福山市

炭 炭

神石高原町

実施中の事業 今後、検討していきたい事業

5

6

 資源循環・脱炭素

下水道革新的技術実証
事業（B-DASHﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ）

福山市下水道からリン回収2

㈱フジタ･住友重機械ｴﾝﾊﾞｲﾛﾒﾝﾄ
㈱ ･東北大学・国際農林水産業
研究ｾﾝﾀｰ ･福山市共同研究体

１

6

5

3

4

© 2025 Daiwa House Group All rights reserved.  

世界バラ会議に向け、
バイオ炭やリン含有バイオ炭
混合堆肥による環境保全型

ばら栽培の実証実験

2

木質ガス化発電１

炭 バイオ炭の利用

藻場の再生への活用

福山市

 持続可能な水産業の推進

3

エコブランド化

SDGｓワイン・日本酒の開発検討

6

●エコ堆肥化拠点

化学肥料の削減
牛ふん臭気の低減

府中市

世羅町

神石高原町

4

笠岡市

 エコ堆肥化施設の拠点化

笠岡市

笠岡市

井原市

木質バイオマスガス化発電所

主なスケジュール

2024年度

準備・調整

• 連携市町・事業者
調整

• リン回収・肥料生
産の施設建設
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〇圏域内事業者等による商品開発 【民間・大学】

• 世界バラ会議に関連する商品の開発・販売（大会ロゴを活用した商品ラベルの作成、ばらを活用したお菓子 など）

• ROSE EXPOにて商品ブースの設置などを検討

〇備後圏域市町による応援宣言 【行政】

• 世界バラ会議HPに備後圏域市町全体の
応援宣言を掲載（下記バナー）

➡ バナーをクリックすると各市町の紹介へ

〇道の駅等を活用した情報発信 【行政・民間】

• 道の駅への世界バラ会議コーナーやのぼり旗の設置

• 各市町の公式SNSによる世界バラ会議の周知PR

• デイツアーやオプショナルツアーで備後圏域を紹介

備後圏域連携協議会も応援しています！

備後圏域
三原市、尾道市、福山市、府中市、竹原市、
世羅町、神石高原町、笠岡市、井原市

のぼり旗道の駅 さんわ 182ステーション ばら関連コーナー

２月7日掲載
予定（世界バラ会議

開催100日前）

• 世界バラ会議など大型イベントの情報発信等で連携することで、圏域市町へ訪問する人の増加につなげる

大型イベントによる新たな人の流れの活用
～世界バラ会議福山大会に向けた連携～

イ 広域観光の推進

備後圏域の世界バラ会議応援宣言バナー

ローズマインド（赤ワイン）

【株式会社セラアグリパーク】

【各市町のバラ会議に関連する商品（主なもの）】

●（福山市） 株式会社コパックス 「お手福」（紙おしぼり） 【福山市立大学】

●（神石高原町） 有限会社 農業生産法人オリオン
「鈴木の薔薇」（シロップ、ジャムなど）

● （三原市） 株式会社八天堂
「冷やして食べるとろけるくりーむパン バラカスタード」

【近畿大学附属広島高等学校・中学校福山校】

株式会社醉心山根本店 「純米生原酒「恋の予感」」

● （世羅町） 株式会社セラアグリパーク 「ローズマインド」（赤ワイン） 【福山大学】

● （笠岡市） 株式会社藤原農園 「切りバラ」

お手福

【株式会社コパックス 】

※下線：高校や大学等と連携した取組
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世界バラ会議福山大会（2025） （福山市）
・応援宣言やオプショナルツアー等との連携 など

日本スカウトジャンボリー（2026） （神石高原町）

サイクリングツアー
SHIMANAMI （福山・尾道）

• しまなみ海道を渡り、風光明媚な
景色を楽しむツアー

商品造成の事例

〇 圏域内観光協会の連携強化 【民間】

• 福山観光コンベンション協会が中心となり、圏域内の
観光協会との議論を活性化

• 共通のテーマによる商品造成
（例） 日本遺産巡り【福山・尾道・竹原・笠岡】

農業体験【世羅・神石高原】

古い町並み巡り【福山・尾道・府中・竹原】 など

• ＭＩＣＥ誘致のエクスカーション（体験型視察ツアー）に
おける連携強化

観光協会との連携強化による広域観光

• 観光協会と行政の役割分担を行い、圏域内の観光資源を生かした広域観光を推進

【その他 民間の取組】

〇 インバウンド向けテストマーケティング展示会
【株式会社広島銀行】

• 2025年3月12日～14日

• 広島空港の国際線利用客を対象に
備後圏域の魅力を発信

大型イベントによる
新たな人の流れを活用

１データのオープン化・活用促進 【行政】
（観光客の動態状況、宿泊と訪問地の関係性など）



地域
地域日本語教室などにおける日本語学習や
地域でのコミュニケーション支援

就労
労働者として必要な日本語能力の向上や
企業でのコミュニケーション支援

経済団体・大学・行政

学校

児童生徒が安心して学校生活を送るための
日本語指導と受入れ体制（環境整備）

日本語学習支援の今後の進め方（福山市）

３つの柱（案）

１ コミュニケーション ２ 安心安全な暮らし ３ 活 躍

• 地域における相互理解の促進

• 日本語能力の向上支援

など

• 生活ルールや文化への理解促進

• こどもの学習環境の充実

など

• 企業の外国人材活用への理解促進

• 外国人材の日本語能力の向上

など

• 「びんご圏域多文化共生推進ビジョン（2025年3月策定予定）」に掲げる「３つの柱」（案）に基づき、日本語学習の支援等を行う

日本語学習支援等の充実

ア 外国人の活躍支援

② 多様な人材活躍プロジェクト

支援団体・行政

行政

備後圏域への対象の拡大や
ノウハウの共有などを検討

○ 外国人雇用入門セミナー（3/17開催）

• 在留資格など外国人雇用に関する基礎
知識を、入門編と活用編に分けて開催

〇 外国人住民の生活支援

• 外国人向け生活情報リーフレットの作成
• 日本語ボランティア養成講座

9

※ 参考 【2024年度の取組 （行政：備後圏域）】
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留学生

○ 穴吹カレッジ「びんご留学生支援会」の設立 （1/29） 【穴吹学園・福山商工会議所】

• 留学生の就職活動と企業の採用活動を両面から支援することで
備後圏域での就職を促進

• 留学生と企業の面談会・交流会を開催（2/28）

○ 備後・安芸圏域留学生就職・定着促進教育プログラム 【福山大学】

• 2025年4月から、これまで実施していた「日本語教育」
「キャリア教育」「インターンシップ」を一体化したプログラムを実施
（履修期間3年）

【民間・大学の取組】

特定技能などの外国人労働者

○ 金融機関等による外国人労働者受入の支援

• 出入国などの公的手続や生活に必要な契約、日本語等の学習機会の
提供などに関するサポートを実施
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２ 規制緩和等の研究

議 題
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規制緩和等の研究

〇 規制緩和等の研究会の立ち上げ

• 経済の活性化に向けては、民間が活動しやすい環境づくりも重要（「圏域にコミットするプレイヤー」の創出）

• その取組の一つとして、規制緩和（構造改革特区の活用等）の研究を進める

（取組例） 事例の研究や関連事業者へのヒアリング

テーマごとに産学金官民で議論（地域資源活用 など）

【参考】 構造改革特区において、近年措置メニュー化されたもの （内閣府HP）

清酒の製造場における製造体験事業 （令和元年12月措置）

※他地域での事例（令和6年3月現在）

大和郡山市（奈良県）

佐渡市（新潟県） など ５件

酒類を製造しようとする者は、酒類の品目別・製造場ごとに、その製造場の所在地を所轄する税務署長

の製造免許を受けなければならない。既に清酒の製造免許を受けていても、別の製造場で清酒を製造

する場合には、新たに免許を取得する必要がある。

これまで

関係法令：酒税法（昭和28年法律第6号）第７条第1項

取り巻く環境の変化

構造改革特区の活用

廃校舎や道の駅等を利用した清酒の体験製造場を作ることによって地方創生や観光振興を図りたい、

との要望が既存の酒蔵から出されている。

清酒の製造免許を受けている者が、その地域の活性化を図ることを目的として、地域の魅力の増進に

資する施設において清酒の製造体験を提供する場合には、税務署長の承認により、当該施設内に設け

る体験製造場を既存の製造場と一の製造場とみなす。


